
                                     
2025 年 5 月 13 日 

各 位 

会 社 名   天龍製鋸株式会社 

代表者名   代表取締役社長 大石 高彰 

(コード：5945 東証スタンダード市場) 

問合せ先   取締役経営管理部長 堀内 敏晴 

   （TEL. 0538-23-6111） 

 
中期経営計画（2024 年度～2026 年度）及び資本コストや株価を 

意識した経営の実現に向けた対応の進捗状況に関するお知らせ 

 

当社は、2024 年 5月 14 日付にて公表しました中期経営計画（2024 年度～2026 年度）の初

年度（2024 年度）実績及び資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応の進捗状況

及び今年度（2025 年度）の方針等につきまして下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．初年度（2024 年度）の連結業績の実績及び目標 

 2024 年度実績 2024 年度目標 達成率(％) 2025 年度目標 2026 年度目標 

売上高(百万円) 13,131 13,000 101.0 13,800 14,000 

営業利益(百万円) 1,826 1,630 112.1 1,830 2,100 

営業利益率(％) 13.9 12.5 111.2 13.3 15.0 

  上記のとおり、初年度（2024 年度）の目標をすべて達成できました。なお、営業利益率につ

きましては、今年度（2025 年度）目標を上回る結果となりました。 

 

２．初年度（2024 年度）のＲＯＥ・ＰＢＲ及び株主還元等の実績及び目標 

 2024 年度実績 2024 年度目標 達成率(％) 2025 年度目標 2026 年度目標 

ＲＯＥ(％) 4.2 3.8 110.5 4.1 4.7 

ＰＢＲ(倍) 0.47 0.49 95.9 0.58 0.62 

（１） 上記のとおり、ＲＯＥは初年度（2024 年度）及び今年度（2025 年度）の目標を上回

る結果となりました。一方、ＰＢＲにつきましては、2024 年度の年初来高値 2,000

円(2024 年７月 25日)で 0.49 倍となりましたが、2025 年３月 31日の終値が 1,885

円となったため未達になりました。 

（２）また、以下のとおり、株主還元の強化の一環として①を実施し、②を実施予定です。 

     ①自己株式取得 

      2025 年２月に 170,200 株(取得価額 318 百万円)の自己株式取得を実施しました。 

      なお、詳細は 2025 年２月 13 日付の開示文書「自己株式立会外買付取引(ＴｏＳＴ

ＮｅＴ－３による自己株式の取得結果及び取得終了に関するお知らせ」をご覧くだ

さい。 



     ②連結配当性向 50％以上（従来 30％以上） 

      2025 年６月 26 日開催予定の第 172期定時株主総会の承認を条件として、連結配当

性向は 50.2％となる予定です(１株当たり配当金 82 円、配当金の総額 744 百万

円)。 

      なお、詳細は本日付の開示文書「剰余金の配当に関するお知らせ」をご覧くださ

い。 

 

３．中期経営計画２年目以降(2025・2026 年度)について 

（１）現在、米国トランプ大統領による各種政策、米中の貿易摩擦の再燃への懸念、地政学

的緊張の高まりなどの外部要因により、経営環境の先行きが非常に不透明になってお

り、今後の当社業績に対する影響が把握し難いため、2025 年度及び 2026 年度の目標は

中期経営計画に当初記載のとおり据え置くことといたしました。 

  （２）中期経営計画（2024 年度～2026 年度）に掲げた重点戦略である「環境負荷の低減に寄

与する新製品の開発及び既存技術の向上」、「ＣＯ２排出削減を図るための新規設備投

資による脱炭素生産の確立」、「グローバル市場に対応する販売・技術サポート体制の

強化による環境に配慮した製品及び高付加価値製品の拡販」及び「人的資本経営、ウ

ェルビーイング経営の実現」については、引き続き推進してまいります。 

  （３）ＲＯＥ、ＰＢＲにつきましては、業績向上を図るとともに、各種資本政策を検討・実

施することにより達成を目指してまいります。 

   

 ※将来情報についての注意事項 

   本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情

報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する

ものではありません。また、実際の業績等は、様々な要因により大きく異なる可能性があり

ます。 

なお、現時点において 2025 年度及び 2026 年度の目標に変更はありませんが、修正が必

要な事象が生じた場合には速やかに開示いたします。 

以 上 

 

 


